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給与明細の電子化自体を真っ向か
ら否定するものではありません。 
省資源・省力化の観点からむしろ

歓迎すべきと思っています。 

ですが、こういった一方的で高圧的な表現はいただけません！ 

○法律ではあくまでも任意であり義務ではない 

○必要ならいつでも紙に戻すことが可能 
Q&Aにある「やむを得ない理由」という文言は不必要 

電子化がいまだに割合（比率）が低いのは、当局の説明不足や恣

意的説明教職員の不信を招いているからである。この問題に限らず

当局は丁寧、正確に説明する義務がある。そうであってこそ労使の

信頼がうまれるものである。 


